















































　 １ 　相互委任説（Haas および Renzikowski の見解）
　　（ １ ）Haas の見解
　　（ ２ ）Renzikowski の見解
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」ではなく、「共同犯行





















































































































































































　（ １ ）Haas の見解
　共同正犯者には他の共同者の行為が自らのもののように帰属する。その
根拠を関与者間の「相互委任（wechselseitiges Mandat）」に求めるのが
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（も）財物奪取を行ったことになるの
である。
　結局のところ、Haas と Renzikowski は共同行為（共同性）に、Ingel-
finger は機能的行為支配およびその前提である役割分担（正犯性）に意思
連絡の根拠を求めているといえる。しかし、既に述べたように、共同行為と




　一方で、Haas と Renzikowski は、事例②のＢがＡ
4
のために






























































































































































































単独犯 10 × 10 ＝ 100
共同正犯 20 × 5 ＝ 100
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創出するも
のではないと考えられるのである。
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は、特殊な分業を要求する場合くらいのものである」とする René Bloy, Grenzen 
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